今西庄次郎教授略歴・著作目録 by unknown
今西庄次郎教授略歴・著作目録
雑誌名 關西大學商學論集
巻 16
号 4-5
ページ 475-484
発行年 1971-12-25
URL http://hdl.handle.net/10112/00021447
今西庄次郎教授略歴。著作目録
(475) 203 
今西庄次郎教授略歴およ応著作目録
略歴
明治34年5月4日 今西治郎吉，いくの長男として大阪市
一（当時の町名番地） にて誕生。
大正 3年3月23日 大阪市立天王寺第三尋常小学校卒業。
大正5年3月24日 大阪市天王寺第二尋常高等小学校高等科卒業。
大正10年3月20日 大阪市立工業学校本科応用化学科卒業（入学時の校名
市立工業学校分析科）
大正13年3月21日 大阪高等工業学校応用化学科卒業。
大正14年4月15日 京都帝国大学経済学部選科入学。
大正15年6月30日 京都帝国大学経済学部本科編入試験合格。
昭和2年12月1日 高等試験行政科試験合格。
昭和3年3月25日 京都帝国大学経済学部学士試験合格。
昭和3年5月2日 京都帝国大学大学院入学（専攻，取引所論，神戸正雄
教授指導）。
昭和4年1月9日 台北帝国大学講師を嘱託す。文政学部勤務を命ず（エ
業政策，商業政策担当）給年手当 2,200円 京都，大
阪両府下に滞在を命ず（台北帝国大学）。
昭和4年3月26日 渡台着任。
昭和5年4月1日 理農学部兼務を命ず（農業政策担当）（台北帝国大学）
昭和5年4月1日 京都帝国大学大学院退学。
昭和5年6月4日 講師嘱託を解く（台北帝国大学）
昭和5年6月4日 任台北帝国大学助教授叙高等官 7等（内閣）本俸12
級俸下賜職，務俸400円下賜，文政学部兼理農学部勤
務を命ず（台湾総督府）。
204 (476) 略 歴
昭和5年 7月15日 叙従7位（宮内省）。
昭和6年 5月19日 理農学部兼務を免ず（台湾総督府）。
昭和6年 6月 1日 職務俸 360円下賜（俸給令改正）。
昭和6年12月26日 本俸11級俸下賜（台湾総督府）。
昭和 7年 8月30日 神戸正雄教授の媒的にて京都府（京大理学部教授）石
昭和7年 9月30日
昭和7年11月1日
昭和8年 6月30日
昭和10年 6月30日
昭和10年 6月30日
昭和10年8月15日
昭和12年3月5日
昭和12年 7月19日
昭和12年12月27日
昭和13年 3月31日
昭和13年5月16日
昭和15年6月30日
昭和16年2月20日
昭和16年6月30日
昭和16年8月1日
昭和16年10月30日
昭和17年 6月3日
昭和17年8月5日
野又吉二女淑子と結婚（大阪市北区堂島ホテルにて挙
式）。
陸叙高等官 6等（内閣）。
叙正 7位（宮内省）。
本俸10級俸下賜（台湾総督府）。
陸叙高等官5等（内閣）。
本俸9級俸下賜（台湾総督府）。
叙従 6位（宮内省）。
経済学第二講座分担を命ず，購座職務俸250円下賜（台
湾総督府）。
経済事情調査のため蘭領東印度，英領馬来，逼羅及び
仏領印度支那へ出張を命ず（台湾総督府）。
本俸8級俸下賜（台湾総督府）。
陸叙高等官4等（内閣）。
叙正 6位（宮内省）。
本俸 7級俸下賜（台湾総督府）。
台湾総督府物価調整に関する事務を嘱託す，殖産局勤
務を命ず（台湾総督府）。
陸叙高等官3等（内閣）。
叙従 5位（宮内省）。
台中州工業開発調査委員会臨時委員を嘱託す（台中州）。
叙勲6等授瑞宝章（賞勲局）。
社団法人東亜経済懇談会台湾委員会幹事を嘱託す（東
亜経経懇談会）。
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昭和17年9月30日 本俸 6級俸下賜（台湾総督府）。
昭和17年10月23日 労務に関する事務を嘱託す，企画部労務課勤務を命ず
（台湾総督府）。
昭和18年2月12日 任台北帝国大学教授，叙高等官3等（内閣），本俸10級
俸下賜，職務俸 990円下賜，文政学部勤務を命ず，経
済学第2講座担任を命ず（台湾総督府）。
昭和18年3月15日 兼補南方人文研究所員（台湾総督府），第一部勤務を命
昭和18年 8月15日
昭和19年 6月30日
昭和19年 7月15日
昭和19年11月12日
昭和19年11月15日
昭和19年11月20日
昭和20年10月11日
昭和20年11月15日
昭和20年11月29日
昭和20年12月31日
昭和20年12月31日
昭和21年4月2日
昭和21年5月30日
昭和21年 5月31日
昭和21年5月31日
昭和21年8月1日
ず（台北帝国大学）。
台湾総督府専売局原価計算に関する事務を嘱託す（台
湾総督府専売局）。
本俸9級俸下賜（台湾総督府）。
台湾商工経済会参与を嘱託す（台湾商工経済会）。
台湾総督府経済動員本部部員を命ず，金融部附を命ず
（台湾総督府）。
補台湾総督府民政官，金融部附を命ず，国民動員部附
を命ず（台湾総督府）。
台北州商工経済会参与を嘱託す（台北州商工経済会）。
陸叙高等官2等（内閣）。
国立台湾大学文政学院に留用せらる。
叙勲5等授瑞宝章。
国立台湾大学文政学院留用を解かる。
本俸 8級俸下賜（台湾総督府）。
引揚船に乗り妻子と共に広島県大竹港着 (3月29日）
帰国 (4月2日上陸）。
叙正 5位（宮内省）。
17号俸下賜（台湾総督府残務整理事務所）。
昭和21年勅令第287号により退官。
日本学術振興会中小産業第90小委員会の委員を嘱託さ
れ研究に従事す（昭和23年3月まで）。
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昭和21年7月18日 任関西大学教授，経済学部兼法学部勤務を命ず（財団
法人関西大学）。
昭和23年4月1日 任関西大学（新制）教授，商学部兼経済学部勤務を命
ず（財団法人関西大学）。
昭和23年4月1日 商学部長に補する（財団法人関西大学）。
昭和24年9月30日 任期満了に付商学部長を免ずる（財団法人関西大学）。
昭和25年5月25日 日本政策学会の理事に推される。
昭和26年4月21日 日本商業学会の創立に参加し，理事に推される（昭和
46年5月まで継続）。
昭和27年10月1日 商学部長に補する（学校法人関西大学）。
昭和27年10月1日 学校法人関西大学評議員に選ばれる（任期4カ年）。
昭和28年4月1日 大学院経済研究科博士課程並びに修士課程勤務を命ず
（博士課程証券経済論特殊研究，修士課程証券経済論
研究担当）（学校法人関西大学）。
昭和28年7月7日 著書「証券市場論」で日本商業学会賞を受く（小樽商
科大学で開かれた第3回日本商業学会全国大会に於
て）。
昭和28年10月14日 任期満了につき商学部長を解く（学校法人関西大学）。
昭和29年4月30日 経済学部兼務を解く（学校法人関西大学）。
昭和29年5月21日 関西大学で開かれた第4回日本商業学会全国大会の準
備委員長を勤める゜
昭和30年6月1日 福田敬太郎三木純，吉等の諸氏と証券市場研究会をつ
くり，研究に従事する（以後約10年に亘る）。
昭和32年5月25日 関西大学で開かれた第17回日本経済政策学会全国大会
の準備委員長を勤める。
昭和33年6月11日 関西大学大学協議会協議員を委嘱する（学校法人関西
大学）。
昭和37年4月1日 大学院商学研究科博士課程並びに修士課程勤務を命ず
（博士課程証券市場論特殊研究，修士課程証券市場論
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担当）（学校法人関西大学）。
昭和37年 7月1日 大分大学講師を委嘱する（昭和37年 7月1日から昭和
38年 3月31日まで）（大分大学経済学部にて取引所論の
集中講義）（大分大学）。
昭和39年7月1日 大分大学講師を嘱託する（昭和39年7月1日から昭和
40年3月31日まで）（大分大学）。
昭和40年 5月31日 関西大学協議会協議員を解く（学校法人関西大学）。
昭和41年 7月 1日 大分大学講師を嘱託する（昭和41年 7月1日から昭和
42年 3月31日まで）。
著作目録
•著者目録
昭和28年1月 証券市場論有斐閣発行
昭和32年5月 経済政策学大網 ミネルヴァ書房発行
昭和34年 5月 証券価値論 有斐閣発行
昭和34年6月 証券ハンドプック（共著，証券発行市場の部分を執筆）
ダイヤモンド社発行
昭和46年 8月 体系証券辞典（共著，証券上場制度の部分を執筆）東洋
経済新報社発行
論文目録
取引所，証券に関するもの
昭和3年12月 株式定期取引の限月復旧に就て（京都帝国大学経済学会
昭和5年 5月
昭和6年 2月
昭和6年12月
昭和7年5月
発行経済論叢第27巻 6号）
米穀取引所の統一（経済論叢第30巻 5号）
米の銘柄別清算取引に就て（経済論叢第32巻2号）
清算市場取引の二形式（経済論叢第33巻 6号）
取引所組織の再吟味（経済論叢第34巻5号）
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昭和8年4月 株式取引所の機能的本質（経済論叢第36巻 4号）
昭和8年12月 投機と取引所（経済論叢第37巻6号）
昭和9年 9月 取引所の公定する相場に就て（経済論叢第39巻3号）
昭和9年10月 取引所の公定する相場に就て（続き）（経済論叢第39巻 4
号）
昭和9年12月 統制経済と取引所（立命館大学発行法と経済第2巻6号）
昭和11年11月 株式取引所所に於ける主力株に就て一―•我が新東株上場
禁止問題（台北帝国大学政学科研究年報第3輯）
昭和11年11月 物産取引所格付売買の理論（政学科研究年報第3輯）
昭和12年2月 取引所場外取引論（台湾総督府法院発行台法月報第31巻
昭和12年5月
昭和12年10月
昭和12年10月
昭和15年5月
昭和15年 6月
昭和15年 7月
昭和15年 8月
昭和15年 9月
昭和15年 9月
昭和15年10月
昭和15年11月
昭和15年12月
昭和16年 1月
昭和16年 2月
2号）
取引所実物化論と短期清算取引の応用に就て（経済論叢
第44巻5号，神戸博士還暦記念論文集）
株式会社の新設と取引所一一一新設会社株式の取引所上場
時期（政学科研究年報第4輯）
取引所とは何ぞや（政学科研究年報第4輯）
取引所生成序説（台法月報第34巻 5号）
貨幣取引所の生成（台法月報第34巻 6号）
取引所を生成する業界とせない業界（台法月報第34巻7
号）
取引所と景気（台法月報第34巻 8号）
取引所の掛繋ぎ機関としての価値（政学科研究年報第6
輯）
戦争と取引所機能，作用の変化（台法月報第34巻 9号）
取引所の停止（台法月報第34巻10号）
取引所の停止（下）（台法月報第34巻11号）
取引所消滅序説（台法月報第34巻12号）
各個的な取引所消滅（台法月報第35巻 1号）
各個的な取引所消滅（下） （台法月報第35巻 2号）
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昭和16年6月 全体主義と取引所（台法月報第35巻 6号）
昭和16年7月 全体主義と取引所（承前）（台法月報第35巻 7号）
昭和16年9月 公社債取引所論（台法月報第35巻9号）
昭和16年10月 公社債取引所論（下） （台法月報第35巻10号）
昭和16年11月 取引所と銀行の関係（台法月報第36巻11号）
昭和17年5月 取引所と実物市場の関係（台法月報第36巻 5号）
昭和17年6月 取引所統一性に対する実物市場の侵害（台法月報第36巻
6号）
昭和17年7月 取引所と取引所の関係—取引所の国際的地位（台法月
昭和17年10月
昭和18年1月
昭和24年7月
昭和25年9月
昭和26年2月
昭和26年10月
報第36巻 7号）
取引所論なる学問に就て（台法月報第36巻10号）
取引所論の編別（台法月報第37巻 1号）
真の証券民主化（関西大学研究論集第15号一人文科学
論集第1号）
転換期に立つ我が証券取引所（大阪証券取引所発行イン
ベストメソト第3巻 9号）
株式定期取引の根拠（イソベストメソト第4巻 2号）
株式発行市場と流通市場の関係（関西大学経済学会発行
経済論集第1巻 3・ 4合併号）
昭和28年3月 商品取引所格付売買の根拠（経済論集第2巻 4号）
昭和28年10月 格付売買に於ける供用範囲並びに標準品（経済論集第3
巻 3号）
昭和28年12月 格付売買に於ける格差の決定（経済論集特輯号「商学研
究」）
昭和29年2月 日本向きな株式定期取引（インベストメント第 7巻 2号）
昭和29年4月 格付売買と品質検査（経済論集第4巻 1号）
昭和29年8月 格付売買機関論（経済論集第4巻 4号）
昭和30年6月 株式定期取引に対する反対論の誤解とその復活の価値
（インベストメント第8巻 6号）
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昭和30年7月 株式利廻と株価収益比率＿株式価格の当否を批判する
ものとして（経済論集第5巻4号）
昭和30年11月 公社債価値論（経済論集第5巻 7号）
昭和30年11月 株式の価値と価格の関係（関西大学創立70周年特輯「商
学論集」）
昭和31年3月 株式取引所と実物市場の分離（イソベストメソト第 9巻
3号）
昭和31年4月 証券価値論の成立（関西大学商学会発行商学論集第1巻
1号）
昭和31年8月 証券価値の本質（商学論集第1巻 3号）・
昭和31年10月 株式価値の特質（商学論集第1巻 4号）
昭和31年12月 株式の市場性価値の大いさ（商学論集第 1巻 5号）
昭和32年6月 会社増資と株式価値の大いさ(1)（商学論集第 2巻2号）
昭和32年10月 会社増資と株式価値の大いさ(2)（商学論集第 2巻 4号）
昭和32年10月 ダウ式修正株価平均の正体（経済論叢第80巻 4号神戸正
雄博士80歳祝賀記念論文集）
昭和33年6月 会社調順な場合の株式価値の大いさ（商学論集第 3巻 2
号）
昭和34年9月 株式売買単位引上げ論（イソベストメント第12巻5号）
昭和34年10月 証券金融に対する規制権の日銀への移管問題（銀行研究
社発行銀行研究第332号）
昭和36年6月 投資信託証券ほ果して証券であるか（商学論集第 6巻 2
号）
昭和37年10月 投資信託（証券共同投資組織）の配当政策（商学論集第
7巻4号）
昭和38年4月 投資信託（証券共同投資組織）の管理問題（商学論集第
8巻 1号）
昭和38年5月 投資信託証券の阪売組織と販売価格（日本商業学会編
「経済成長と証券市場」）
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昭和38年6月 投資信託（証券共同投資組織）と株式相場変動（商学論
集第8巻 2号）
昭和38年9月 大衆資本主義と投資信託（インベストメント第16巻 6号）
昭和39年2月 投資信託証券の価値（商学論集第8巻 6号）
昭和39年6月 投資信託制か投資会社制か（商学論集第9巻 2号）
昭和39年6月 我が国のユニット型投資信託は現在のままでよいか（イ
ンベストメント第17巻 5号）
昭和39年10月 投資信託の運用規模（商学論集第 9巻 4号）
昭和40年4月 投資信託公開運用論（商学論集第10巻 1号）
昭和40年11月 投資信託に於ける投資単位（商学論集第10巻 3, 4, 5 
合併号関西大学創立80周年記念特輯）
昭和41年4月 株式利回り革命説批判（商学論集第11巻 1号）
昭和41年6月 証券本質論補足（商学論集第11巻 2号）
昭和42年4月 株式価値の株式投資への応用（商学論集第12巻 1号）
昭和43年8月 投資信託の運用対象論（商学論集第13巻 3号）
経済政策に関するもの
昭和13年4月 工業会社高率配当の抑制に就て（政学科研究年報第5輯）
昭和13年4月 工業資本の意義，種類と問題（台法月報第32巻 4号）
昭和13年5月 工業金融の形態（台法月報第32巻5号）
昭和13年6月 工業金融の機構（台法月報第32巻 6号）
昭和13年7月 中小工業金融論（台法月報第32巻 7号）
昭和13年8月 資本錆却論（台法月報第32巻 8号）
昭和13年11月 工業労働の範囲と問題（台法月報第32巻11号）
昭和13年12月 工業労働の需給問題（台法月報第32巻12号）
昭和14年2月 工業労働の対価問題（台法月報第33巻 2号）
昭和14年3月 工業労働の対価問題（下）
昭和14年4月 中小工業の労働問題（台法月報第33巻 4号）
昭和14年5月 工業労働者の生産に於ける地位と問題（台法月報第33巻
212 (484) 著作目録
5号）
昭和14年7月 工業企業の意義，構造とエ企業論の内容（台法月報第33
巻 7号）
昭和14年8月 工業企業組織の発展並びにその民衆化問題（台法月報第
33巻8号）
昭和14年9月 工業企業の競争，独占，提携（台法月報第33巻9号）
昭和14年10月 工業企業の競争，独占，提携（続き）（台法月報第33巻10
号）
昭和15年1月 工業企業の団結，特に独占団結に対する政策（台法月報
第34巻 1号）
昭和15年2月 工業企業の団結，特に独占団結に対する政策（承前）（台
法月報35巻 2号）
昭和15年3月 工業企業の団結，特に独占団結に対する政策 (3)（台法
月報第35巻3号）
